
商号又は名称 ○○建設株式会社

○印は必須、△印は該当する場合のみ提出してください。
申請者

確認欄

鹿屋市

確認欄

ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

番号

要

否
指定様式 提　出　書　類　の　記　入　要　領　等

✔ 本票

✔ 1 ○

【総務省標準様式】

　様式1(共通様式)

　様式２-１

　様式２-２

競争入札参加資格審査申請書（標準様式）記載要領のとおり記入

✔ 2 △ 様式3 ・営業所等に委任する場合に提出

✔ 3 ○ -
・申請時に有効な許可証（通知書）の写し

・営業所等に委任する場合は、委任先が許可を有していることがわかるものも添付

✔ 4 ○ -
・申請日において有効なもの（審査基準日が今回の入札参加資格審査申請日の

１年７か月前の日以降のもの）

✔ 5 ○ 任意様式

・営業所等へ委任する場合は、委任先に属する技術職員分

・３か月以上雇用している者

・有資格が確認できるもの

✔ 6 △ -

・４の「経営規模等評価結果通知書の「建設業退職金共済制度加入の有無」欄

が「有」の場合は提出不要。加入「無」になっている場合は、下記のいずれかを提

出

①3か月以内に発行のもの（ただし、それ以前のもので、直近の経営事項審査の

際に提出したものであれば可）

②「中小企業退職金共済」の加入証明書又は企業年金制度等の導入が確認で

きる書類の写し

③建退共に加入しているが、履行がないといった理由で加入・履行証明書の提出

ができない場合は、共済契約者証の写し

✔ 7 △ -

✔ 8 △ -

✔ 9 △ -

10 △ -
・個人事業主のみ（本籍地の市町村が発行するもの・写し可）

・3か月以内に発行のもの

✔ 11 ○ -

・3か月以内に発行のもの（写し可）

・個人事業主の場合は、「令和６年分 確定申告書」又は「令和７年度 市民税・県

民税申告書」

✔ 12 ○ 様式13 ・申告書別紙の記入上の注意事項を確認し、提出

✔ 13 ○ -

・3か月以内に発行のもの

・個人事業主の場合は代表者の印鑑登録証明書

・写し可（複写倍率の変更を行わないこと）

✔ 14 △ 様式14

・入札、契約等に使用する印鑑で、実印以外を使用する場合に提出

・使用印とできるのは、代表者印（営業所等の場合は営業所長印など）に限る

・電子申請の際は、押印後のデータを添付

✔ 15 ○ 様式15
・役員以外（監査役等）は記入不要。ただし、営業所等に委任する場合は、役員等

の名簿に営業所等の責任者名も記入

✔ ①国税 ○ -
・法人の場合：納税証明書 その３の３

・個人の場合：納税証明書 その３の２

✔ ②都道府県税 ○ - ・参加資格を受けようとする事業所所在地（都道府県）のもの

✔ ③市町村税 ○ - ・参加資格を受けようとする事業所所在地（市町村）のもの

✔ 17 ○ 様式16
・様式記載の必要書類を添付

・確認印を受けたものを電子申請する場合、押印後のデータを添付

✔ 18 ○ 様式17 ・内容を確認し、同意の上提出

　※○印は必須、△印は該当する場合のみ。申請者確認欄にチェック （レ） をいれてください。

　※郵送による申請を行う場合、Ａ４フラットファイル（黄色）に、この番号で見出し（インデックス）をつけて綴じてください。

　※日付指定のないものについては、申請日現在で記入してください。

　※添付書類は、A4サイズの大きさにして提出してください。

・一般競争（指名競争）参加資格

審査申請書

・競争参加資格希望工種表

・営業所一覧表

営業所等への委任状

・４の「経営規模等評価結果通知書」において健康保険加入の有無、厚生年金保

険加入の有無又は雇用保険加入の有無の欄が加入「有」又は「除外」になってい

る場合は、提出不要。加入「無」になっている場合は下記を提出

 ①健康保険・厚生年金保険については、保険料納入告知額・領収済額通知書の

写し(直近のもの)又は年金事務所への届出書等の加入がわかる書類

 ②雇用保険については、雇用保険料納入証明書等の加入がわかる書類

厚生年金保険加入に関する証明

雇用保険加入に関する証明

【建設工事・市外業者】  提出書類一覧表

提　出　書　類　名

提出書類一覧

誓約書並びに自己及び自社の役

員等の名簿

建設業許可証

経営規模等評価結果通知書

総合評定値通知書

技術職員名簿

建設業退職金共済事業加入・履

行証明書

健康保険加入に関する証明

代表者の身分証明書

登記事項証明書

（履歴事項全部証明書）

資本関係又は人的関係に関する

申告書

印鑑証明書

使用印鑑届

16

納税証明書　※滞納が無いことを確認できるもの（写し可）　　　　　 3か月以内に発行のもの

個人住民税特別徴収実施確認

書

市税等の課税・納付状況確認同

意書

　※鹿屋市内の営業所等に委任し、別添『鹿屋市内の支店・営業所等の取扱いについて』の要件を満たす場合は、『市内業者』の区分

　で申請してください。

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。



様式3

所 在 地

委任者 商号又は名称

代表者職氏名

所 在 地 鹿屋市共栄町20番１号

受任者 商号又は名称 ○○建設株式会社○○支店

代表者職氏名 支店長　　○○　○〇

委　　任　　状
令和7年4月1日

　　鹿屋市長 　　　　　　様

私は、次の者を代理人と定め、以下の権限を委任します。

１　委　任　事　項

鹿屋市共栄町20番１号

○○建設株式会社

代表取締役　鹿屋　太郎

　　　(1) 入札参加又は見積書の提出

　　　(2) 契約の締結及び履行

　　　(3) 保証金の納入及び取下げ

　　　(4) 代金の請求及び受領

　　　(5) 復代理人の選任及び解任

　　

２　委　任　期　間　　　令和７年８月１日　　から　　令和９年７月31日まで

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。

押印不要

押印不要

委任状は申請書一式と同時に提出する場合に限り、押印不要です。



様式13
第４号様式（第４条関係）

鹿屋市長　　　　様

所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名

１　資本関係又は人的関係にある他の入札参加資格者の有無

区分

1 資本関係

2 人的関係

注　資本関係又は人的関係にある他の入札参加資格者が無しの場合、これ以降の記入は不要です。

1

2

3

３　基準２（２）アに掲げる人的関係にある他の入札参加資格者

役員等を兼任している他の入札参加資格者は次のとおりです。

役職

代表取締役

４　基準２（２）イ又はウに掲げる人的関係にある他の入札参加資格者

役職 氏名 役職 続柄

代表取締役 鹿屋　太郎 取締役 妻

資本関係又は人的関係に関する申告書
令和7年4月1日

鹿屋市共栄町20番１号

○○建設株式会社

　資本関係又は人的関係にある会社の同一入札への参加制限基準（以下「基準」という。）に規定する資本関係
又は人的関係にある他の入札参加資格者について、次のとおり申告します。

代表取締役　鹿屋　太郎

申告者（入札参加者）

△△建設株式会社

該当区分

自社と親会社の関係にある者

自社と子会社の関係にある者

親会社を同じくする子会社同士の関係にあたる者

入札参加資格者の有無

　　　３　記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加して用いること。

　　　４　この申告書に記載された事項が事実と相違することが明らかとなった場合には、鹿屋市建設工事等有資格業者
　　　　の指名停止に関する要綱（平成18年鹿屋市告示第13号）の規定に基づく指名停止等の措置を行うことがある。

備考１　記入の対象となるのは、鹿屋市建設工事等入札参加資格審査申請を行うものに限る。

　　　２　記載事項の真偽を確認するため、会社法（平成17年法律第86号）第121条に規定する株主名簿の写しその他
　　　関係資料の提出を求めることがある。

氏名 商号又は名称 役職

有

有

鹿屋　太郎 □□建設株式会社 取締役

２　基準２（１）アに掲げる資本関係にある他の入札参加資格者

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

商号又は名称

氏名

××建設株式会社 鹿屋　○○

役員等が夫婦又は住所地が同一で親子若しくは兄弟姉妹の関係にある他の入札参加資格者は次のとおりで
す。

当社の役員等 当社の役員と関係のある者の状況
商号又は名称

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。

押印

不要

別紙の「資本関係又は人的関係のある

会社の同一の入札への参加制限基

準」を確認してください。



（別紙）

１　１の（１）及び（２）の「「親会社」又は「子会社」の関係にある」とは、次のような場合である。
　（１）　一方の会社Ａ社（※１）が他方の会社Ｂ社の議決権総数の過半数を所有している（※２）関係
　　（Ａ社とＢ社は、同一の入札に参加できない。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社は、Ａ社の子会社の関係にある者に該当する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ社は、１の（２）の欄にＢ社に関する事項を記入すること。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社は、Ｂ社の親会社の関係にある者に該当する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ社は、１の（１）の欄にＡ社に関する事項を記入すること。）

　　　　　　　　　　　　 
　　※１　Ａが個人事業者である場合は、その個人事業主を含む。

　　※２　Ａ社の役員がＢ社の議決権総数の過半数（複数の役員で所有している場合には、その合計が過半数となる場合

　　　　　を含む。）を所有している場合を含む。

　（２）　一方の会社Ａ社が、(1)の子会社の関係にあるＢ社が所有する議決権の総数と合わせて、他方の会
　　　社Ｃ社の議決権の総数の過半数を所有している関係（Ａ社、Ｂ社及びＣ社は、同一の入札に参加で
　　　きない。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社及びＣ社は、Ａ社の子会社の関係にある者に該当する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ社は、１の(2)の欄にＢ社及びＣ社に関する事項を記入すること。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社は、Ｂ社の親会社の関係にある者に該当する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ社は、１の(1)の欄にＡ社に関する事項を記入すること。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社は、Ｃ社の親会社の関係にある者に該当する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｃ社は、１の(1)の欄にＡ社に関する事項を記入すること。）

２　２の「親会社を同じくする子会社同士の関係」とは、次のような場合である。
　　Ｂ社の議決権総数の過半数を所有している会社と、Ｃ社の議決権総数の過半数を所有している会社
　が、いずれもＡ社である場合におけるＢ社とＣ社の関係（Ｂ社及びＣ社は、同一の入札に参加できな
　い。）

　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社とＣ社は、親会社を同じくする子会社同士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の関係にある者に該当する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ社及びＣ社は、２の欄に、それぞれＣ社又は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社に関する事項を記入すること。）

記入上の注意事項

Ａ社（親会社）

Ｂ社（子会社）

Ａ社（親会社）

Ｂ社（子会社）

Ｃ社（子会社）

Ａ社（親会社）

Ｂ社（子会社） Ｃ社（子会

Ａ社が、Ｂ社の議決権の過半数を所有

Ａ社が、Ｂ社の議決権の過半数を所有

Ａ社が、Ｂ社と合わせてＣ社の議決権の過半数を所有

Ａ社が、Ｂ社の議決権の過半数を所有

Ａ社が、Ｃ社の議決権の過半数を所有



３　３及び４の「人的関係のある者」とは、次のような場合である。

　　　　　　　　　　　　 役員等※兼任

　　　　　　　　　　　　　　夫婦又は住所地が同一の親子若しくは兄弟姉妹

　　※　　「役員等」とは、次に掲げる者をいい、監査役、会計参与及び執行役員は、役員等に該当しない。

　　　　ア　会社の代表権を有する取締役（代表取締役）

　　　　イ　取締役（社外取締役を含み、委員会設置会社の取締役を除く。常勤又は非常勤を問わない。）

　　　　ウ　会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人

　　　　エ　委員会設置会社における執行役又は代表執行役

　　　　オ　一方が個人事業者である場合は、その個人事業主

Ａ社 Ｂ社

a b



様式14

使用印 実　印

　上記の印鑑は、見積、入札に参加し、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために

使用したいので届けます。

申請者

※注　「使用印」とできるのは、代表者印（営業所等の場合は営業所長印など）に限ります。

代表者職氏名 代表取締役　鹿屋　太郎

使　　　用　　　印　　　鑑　　　届

令和7年4月1日

主たる営業所の
所 在 地

鹿屋市共栄町20番１号

商号又は名称 ○○建設株式会社
押印

不要

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。

使
用
印

実
印

使用印にできるのは、

代表者印（営業所等に委任す

る場合は、営業所長印等）にな

ります。



様式15
第５号様式（第４条関係）

鹿屋市共栄町20番１号

○○建設株式会社

代表取締役　鹿屋　太郎

所 在 地

誓　　　約　　　書

　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、鹿屋市指名競争入札の資格及び指名基準等に関する要綱（以下「要綱」という。）第
３条に基づく審査のため、下記の事項について、鹿屋市長が鹿屋警察署長に照会することを承
諾し、照会で確認された情報は、今後、私が鹿屋市と行う他の契約等における身分確認に利用
することに同意します。

記

１　自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。

　（１）　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第
　　　　77号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　（２）　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的
　　　　をもって、暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力
　　　　団員を利用している者
　（３）　暴力団又は暴力団員に対して、いかなる名義をもってするかを問わず、金銭、物品
　　　　その他の財産上の利益を不当に提供し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的
　　　　に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　（４）　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　（５）　暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用
　　　　している者

２　暴力団又は暴力団員が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人では
　ありません。

令和7年4月1日

　鹿屋市長　　様

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

注１　自己及び自社の役員等の名簿（別紙）を添付すること。
　　※　「役員等」とは、鹿屋市が行う契約からの暴力団排除措置に関する要綱第２条第２項第
　　　５号に規定する者をいう。（次に掲げるとおり）
　　　ア　法人にあっては、非常勤を含む役員、支配人、営業所等（営業所、事務所その他これ
　　　　らに準ずるものをいう。以下同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するもので
　　　　あるかを問わず、法人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者
　　　イ　法人格を有しない団体にあっては、代表者、理事その他アに掲げる者と同等の責任を
　　　　有する者
　　　ウ　個人にあっては、その者、営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するもので
　　　　あるかを問わず、個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者
　２　支店・営業所等に委任される場合は、自己及び自社の役員等の名簿に受任者の氏名等も記
　　入すること。

押印

不要

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。



様式15
第５号様式（第４条関係）

（別紙）

自己及び自社の役員等の名簿

氏 名 又 は 名 称 ○○建設株式会社

住所又は主たる事務所の所在地 鹿屋市共栄町20番１号

役職名
ふ り が な

氏　　名
性　別 生 年 月 日 住　　　　　所

代表取締役 鹿屋　太郎 男 昭和○年○月○日 鹿屋市○○町○番○号

注１　代表者も含めて記入すること。（支店・営業所等に委任される場合は、受任者の氏名等
　　も記入すること。）
　２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。
　３　この名簿に記載されている個人情報については、要綱第３条に規定する審査に必要な範
　　囲内で、他の行政庁に情報提供することになるので、各人の同意を得た上で記入すること。

履歴事項全部証明書記載の役員（監査役は

除く。）及び受任者（営業所長等）について記

載してください。
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第６号様式（第４条関係）

次の該当する□にチェック☑を付けてください。

【鹿児島県内に事務所又は事業所がない場合等】

　　当社は、鹿児島県内に事務所又は事業所がありません。

　　当社は、鹿屋市内在住の従業員がいません。

【特別徴収実施済】

　　特別徴収を実施していることが分かる書類を添付

　 （領収証書、特別徴収税額決定通知書の写しなど）

　　税務課確認印の押印

【特別徴収未実施】

当社は、特別徴収義務のない事業所です。

令和7年4月1日

申請者

　特別徴収未実施の場合は、税務課から右の枠内に確認
印を受けてください。

個人住民税特別徴収実施確認書

鹿屋市長　　　　様

所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名

鹿屋市共栄町20番１号

○○建設株式会社

代表取締役　鹿屋　太郎

当社は、特別徴収追加依頼書提出済みの事業所
です。

確認の際には、所得税確定申告に添付する「収支内訳書」の写
し又は青色申告書決算書の写しのいずれかが必要です。

　当社は、現在、鹿屋市の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個人住民税につ
いて、特別徴収を実施しています。

※領収証書等の写しがない場合
は、税務課から右の枠内に確認印
を受けてください。

税務課確認印

特
別
徴
収
実
施
確
認
の
証
明
に
つ
い
て

税務課確認印

押印

不要

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。

この欄に該当する場合は確認書

類の添付は不要です



様式17

確認期間：令和７年８月１日から令和９年７月31日

　鹿屋市が実施する個々の競争入札の参加資格の審査において、当社及び代表者

に係る市税等の課税・納入状況について、財政課長が確認（調査）することに同

意します。

※課税及び納税状況を確認することにより知り得た情報については、上記の使用
目的以外に利用することはありません。

商号又は名称 ○○建設株式会社

代表者職氏名 代表取締役　鹿屋　太郎

市税等の課税・納付状況確認同意書

令和7年4月1日

鹿屋市長　　様

申請者 所 在 地 鹿屋市共栄町20番１号

押印

不要

「基本情報入力シート」から自動入

力されます。


